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国会は来年度予算案審議の山場を迎えていますが、安倍

前政権から続く行政の不正・不祥事が依然として止むこと

がありません。本来あり得ないような東北新社、そしてＮ

ＴＴによる総務省接待は、利害関係者と行政の癒着が日常

化し、政権によるチェック機能が喪失していることを表す

ものです。また、新形コロナウイルスの異変種も含め、再

び感染者数拡大の兆しが見られる中、新たな対策が不透明

なまま緊急事態宣言を解除することも、国民の不安や不信

を増幅させています。私たちの生活に安心を取り戻すため、

政治を変えることに全力挙げましょう！

吉田忠智参院議員は12日、参議院本会議で、来年度
地方財政計画、地方税法改正、地方交付税法改正につ
いて立憲民主・社民の会派を代表して質問に立ちまし
た（写真上）。
吉田議員はまず、法案を所管する総務省が東北新社

やNTTから接待を受けていたことについて、通信行政を
歪めるものだと追及しました。
新型コロナ対策では、ワクチン接種事業の迷走が地

方自治体を困惑させていると指摘しました。河野太郎
ワクチン担当大臣から、経費に関しては「合理的に必
要と考えられる接種の費用については、国が全額負担
する」とした答弁を引き出したものの、自治体が求め
るワクチン送付スケジュールの明確化については、従
来の答弁を繰り返すのみでした。
マイナンバーを使った新たな予防接種システムの構

築については、ワクチン接種業務への悪影響や個人情
報保護の観点から「法的な不備があるのではないか」
とただしましたが、河野大臣は、これらの指摘を顧み
ず、拙速にシステム構築を進める姿勢を崩しませんで
した。
地方財政計画にも盛り込まれ、今国会の重要課題と

されるデジタル改革について吉田議員は、政府の説明
資料に45ヵ所もの誤りが発覚したことを問題視した上
で、総務省所管となる「地方公共団体情報システムの
標準化に関する法律案」で標準化を義務化することは

地方自治の本旨に反すると強調しました。国が地方の
自主性・独立性を奪うことは許されません。
最後に、地方財政計画と地方税、地方交付税につい

て吉田議員は「一般会計からの実額負担よりも、交付
税総額からの控除要因を後年度に先送りにした対策が
目立っており、当座の財源不足を凌いだ対策だ」「臨
財債の残高も増加している。後年度の一般財源確保の
余地を考えると、地財対策の内容はもはや限界と言え
る」と指摘し、「『法定率の引上げ』を含む、抜本的
な地方財政改革に進むべきだ」と武田良太総務相に訴
えました。

吉川元衆院議員は17日、小学校の学級編成を現行の40
人以下から35人以下へと少人数学級化を進める義務標
準法改正案について質問に立ちました。法改正で少人
数学級を進めることは実に40年ぶりのこと。立憲民主
党は採決で賛成しました。
吉川議員はまず、萩生田光一文科相が小中の30人以

下学級実現をめざしていたのに対し、財務省との協議
で小学校の35人以下学級にとどまったことから、さら
なる少人数学級化に向けた大臣の決意を尋ねました。
萩生田文科相は、「小学校のみならず中学校において
もきめ細やかな指導を行う必要性に変わりはない」と
して、今後も少人数学級を進めていく考えを示しまし
た。
吉川議員はまた、少人数学級化に伴う教員の定数増

で、国が財源を地方に交付する際、同じ費用で教員数
を増やすため、非正規教員を増やす可能性が存在する
のではないかと指摘。萩生田文科相は、国と地方の協
議の場を常設化し、正規教員を増やすことが「スタン
ダード」だという認識をつくりだすと答弁しました。
さらに吉川議員は、財務省が今回の少人数学級の効

果を検証するよう求めていることについて「学力テス
トなどの点数評価だけで効果を検討すべきでない」と
強調。萩生田文科相は、「一点刻みの学力テストの結
果をもって少人数学級の成果を図るのはナンセンス」
だと、吉川議員の指摘に同調しました。

地方の財源確保に向け抜本的な改革を

参院本会議で吉田忠智参議院議員

大詰めの予算案審議

相次ぐ官民癒着・迷走する菅政治に終止符を！

さらなる少人数学級化と教員の定数増を

衆院文部科学委員会で吉川元衆議院議員
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社会民主主義フォーラム（以下、社民フォーラム）香

川県支部の結成総会を3月16日にマリンパレスさぬきで開

催し、各地域の代議員など40人が参加しました。

総会では立憲民主党県連の竹本敏信幹事長と社民フォー

ラム中央本部の中川直人事務局長がそれぞれ来賓として

出席し、連帯のあいさつを行いました。

高田良徳代表は冒頭挨拶で「立憲民主党の中で旧社民

党の運動や組織活動を継承し、社民主義政策を実現させ

るために社民フォーラムをみんなで盛り上げていきたい」

と決意を語りました。

また今後の活動方針として直近の丸亀市選挙闘争で梶

正治市長の再選はもちろん、市議選で立憲民主党公認候

補３人、推薦候補１人（いずれも社民フォーラム会員）

の全員当選を目指すことや今後、社民フォーラム香川の

地域組織を整備・確立することを決定したほか、社民フォー

ラム香川の役員案と予算案も了承され、参加者全員の団

結ガンバローで締めくくりました。

3月6日、全体で60名（党員53名、支援労組7人）が参加

し、社民フォーラム東京を結成しました。

結成総会では「コロナ禍の2021春闘の課題」（私鉄関

東バス労組）、「コロナ禍のエッセンシャルワーカーの

課題」（東京清掃労組）、「公契約条例をめぐる課題」

（建設ユニオン）について問題提起を受け、支援労組と

の共闘を軸に社民フォーラムの運動を進めていくことを

確認しました。

3月17日には第1

回（ZOOM）政治政

策セミナー「東日

本大震災・福島原

発事故10年、福島

のいま」を開催。

福島県平和フォー

ラムの引地事務局

長から問題提起を受け、脱原発運動の課題について交流

しました。また、3月19日には「地域交流組織」として

「社民フォーラム三多摩」を結成しました。

■福島県・フォーラム結成総会： 3月27日（土）13:30か

ら15時まで。杉妻会館にて60人に制限して開催。代表には

紺野長人県議会議員（現社民党県連代表）が就任予定。

■茨城県・フォーラム結成総会： 3月27日（土）10時から

12時まで。茨城県総合福祉会館にて開催。中央から中川直

人事務局長が出席。賛同団体からも参加してもらう予定。

香川――社民主義政策の実現を確認

◆ ◆ 各地の動き ◆ ◆

東京――総会に続きセミナー開催

各地でフォーラム結成の動きが本格化

労働運動・市民運動との結びつきを大切に
会員拡大に全力を挙げよう！

立憲民主党が党員拡大運動へ

１０万党員の達成めざす

立憲民主党は3月9日の常任幹事会で「2021年党員拡大

の取組み等について」という議案を議決しました。

国会議員300人以上、総支部長100人以上、都道府県議

及び政令市議30人以上、一般市区町村議10人以上の拡大

に取り組み、各県連で目標数字を設定し、10万人以上の

党員・協力党員（パートナーズ）の拡大に取り組みます。

第1次拡大月間は4月1日以降、5月31日まで。第2次は7

月1日以降、8月31日までの期間設定です。

党員拡大用に、入党申込書・入党募集チラシが提供さ

れることになっています。社会民主主義フォーラムで立

憲民主党に入党されている方、拡大運動にご協力を！


